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２．土地利用の転換の機会を捉えた土地区画整理事業等を活

用した都市再生推進手法に関する検討調査 



土地利用転換の機会を捉えた土地区画整理事業等を活用した 

都市再生推進手法に関する検討調査  

Ⅰ．目的 

企業会計原則の見直しに伴う企業の資産のオフバランス化の要請が高まる中で社

宅用地やグランド等の売却が進められつつあるとともに、財政再建の必要性から公

有地等の迅速な処分に対する要請が高まり、今後、公有地等の売却が加速すること

が見込まれる。 
また、都市再生プロジェクト（第五次決定）「国有地の戦略的な活用による都市

拠点形成」において、地方公共団体と連携し民間の資金や企画力を活用しつつ、都

市内の大規模な未利用国有地の有効活用を積極的に推進し、都市構造の変革につな

がる都市拠点形成を実現するとされ、東京都区部における国家公務員宿舎について

は都市再生プロジェクト（第十一次決定）「国家公務員宿舎の移転・再配置を通じ

た都市再生の推進」において、都市再生の推進に資する戦略的な活用等を促進する

とされている。 
こうした動きに留意しつつ、市街地に存する社宅用地等の民有地や売却対象の公

有地など、今後土地利用の転換が見込まれる地区については、転換の機会を捉えて、

これらの土地の一部を土地区画整理事業等の面整備事業の種地として戦略的に活用

することにより、都市再生の推進を図ることが必要である。 
このため、本業務は、土地利用転換が見込まれる土地を戦略的に活用し、土地区

画整理事業等による都市再生の推進方策について検討を行う。 

 

Ⅱ．作業内容 

(1) 土地利用転換を契機とした土地区画整理事業等による開発事例等の収集及び課題の

整理 

   ①土地利用転換が行われた地区における土地区画整理事業等による開発事

例（１５地区）を収集し、その概要をまとめた。 

   ②土地区画整理事業の活用は、有効であるが、課題を整理した。 

    ・特に密集地区においては、事業費が大きく、事業期間の長期化 

・狭小宅地では、減歩は不可能、保留地確保も困難 

    ・年金生活による高齢者は、清算金の負担や自宅の建て替えは困難 

    ・建物更新による賃貸料の高騰により、借地・借家人の定住が困難 

     

(2) 土地利用転換を契機とした土地区画整理事業等による都市再生手法の検討 

   ①既成市街地におおける低未利用地（空閑地）の出現要因と類型を整理し

た。 

    ・地域社会の少子高齢化 



→学校用地・公営住宅用地の跡地化、戸建て住宅用地の空家・空地化 

    ・産業の構造転換 

     →工場・倉庫用地の跡地化、商店街の空き店舗化 

    ・地方分権・行財政改革 

     →庁舎、公営住宅等の跡地化 

   ②空閑地の活用を含む周辺市街地のまちづくりの課題を整理した。 

    ・少子高齢化社会への対応 

     →まちなか居住の推進、地域の防災・防犯機能の向上、子育て支援シ

ステム、環境の整備 

    ・地域社会の経済の活性化 

     →交流拠点機能の配置、土地の有効利用、行財政の効率化、 

   ③土地利用転換が見込まれる土地を活用して周辺市街地の課題を解消する

ための土地区画整理事業等による都市再生モデルを４ケース整理した。 

 

(3) 土地利用転換が見込まれる土地を活用した土地区画整理事業等による都市再生に係

るケーススタディ 

土地利用転換が見込まれる土地の周辺が抱える都市課題の状況等に応じた

類型をもとに設定した都市再生モデルごとに、モデル地区を選定し、ケー

ススタディを実施した。 

①一団・一群の空閑地を活用して基盤施設の拡充を図り、拠点施設を再編、

再整備 →Ａ市甲地区 

②一団の空閑地を事業用地（種地）として活用し、地区の基盤整備事業を

推進 →Ｂ市乙地区 

③一団・一群の空閑地の土地権利を再編統合し、土地の高度利用を促進 

 →Ｃ市丙地区 

④散在する小規模空閑地を土地利用目途に従って交換し、地区の土地利用

を整序 →Ｄ市丁地区 

 

(4) 土地利用の転換の機会を捉えた土地区画整理事業等を活用した都市再生推進手法の

とりまとめ 

①土地利用転換の機会の増大傾向 

  ②基盤整備の必要性 
   ・土地利用転換に伴う空閑地の発生は、基盤整備の好機である。 
   ・積極的な民間活力の導入を支援する。 
   ・空閑地を最大限に活かして柔軟に事業を進める。 
   ・空閑地により連鎖型への事業を発展させる。 



Ⅲ．作業フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の課題 
都市計画道路・公園が未整備 
行き止まり道路・４ｍ未満道路 
密集市街地 
空家が多く発生 
地図混乱 

 

 

空閑地の発生 

  大規模（まとまった）空閑地（教育施設・工場・公営住宅の跡地） 

  ごま塩状空閑地・空家（高齢化・住宅老朽化で建て替えが進まない） 

  中規模空閑地（ビルの跡地・一時的に駐車場として活用） 
 

行政側判断（最小限の事業目的） 

都市計画道路の整備 

道路拡幅 

密集市街地の解消 
 
住民側の判断 

事業参加に関する意向、申出換地 
土地の売却意向 

ケーススタディの手順 

 ①ケーススタディ地区の選定 

②ケーススタディの方針決定（目的） 

③作業スキームの整理 

④対象地区への協力依頼・資料収集（ヒアリング） 

⑤ケーススタディの実施 

⑥結果・課題の整理 

空閑地活用の利点 

集団移転に伴う事業の効率化 

移転補償費の削減 

権利者の負担軽減 
 
 

工期短縮・事業費削減 

ケーススタディ 

 
 総事業費 

事業期間 
補助金の活用 
事業効果 
事業上の課題 

事業実施に伴う柔軟性 
地区界の決定 
飛換地・照応・用途変更 
二重使用 
減歩なし、増換地 
補助体系（年度により柔軟性・裏負担） 
直接施行 

並行して検討すべき事項 

  都市計画法・土地区画整理法上の課題 

  技術基準の緩和（公園なしの区画整理） 

  補助金・費用分担のあり方 

  土地評価・公平性・費用負担の考え方 

  強制力のあり方 

二重使用有無による事業費・期間の比較 
申出換地の占める割合による事業の影響 
二重使用による地権者のメリット 
強制力（飛換地・申出換地変更）の有無 
土地評価の考え方 
行政財産・普通財産の取扱い 

事業実施方針の決定 
事業の進め方 
（敷地整序 沿街 修復型 一体施行等） 
事業の区域 
留意事項 

空閑地の活用 
  種地（集団移転 共同化 再開発） 
  仮移転先 
  公共・公益施設 



 

Ⅳ．土地利用転換が見込まれる土地の周辺が抱える都市課題の状況等に応じた類型をも

とに設定したモデルケースとモデル地区（ケーススタディ地区） 

空閑地を活用した土地区画整理事業のモデルケースにあわせ、候補とした各都市

各地区の市街地・地区の抱える課題を勘案して、４つのモデル地区を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.住宅密集市街

地に分散する空

き家空き地 

B.住宅市街地内

の学校等跡地 

C.中心市街地の

一団の公共公益

施設跡地群 

D.複合市街地の

一群の工場・倉

庫等跡地 

E.中心市街地の

一群の店舗跡地 

まちなか居住促進

地域防災機能向上

子育支援環境向上

交流拠点機能配置

行財政効率化 

まちなか居住促進

基盤整備水準向上

まちなか居住促進

基盤整備水準向上

交流拠点機能配置

土地有効利用 

まちなか居住促進

地域防災防犯機能

向上

Ａ市 
甲地区 

Ｂ市 
乙地区 

Ｃ市 
丙地区 

Ｄ市 
丁地区 

空閑地の市街地

への分布状況 

モデルケース 想定されるまちづ

くりの課題 

モデル 

地区 

一団・一群の空閑

地を活用して基盤

施設の拡充を図り

拠点施設を再編再

整備 

[ケース１]

一団の空閑地を事

業用地（種地）とし

て活用し、地区の

基盤整備事業を推

進

[ケース 2]

一団・一群の空閑

地の土地権利を再

編統合し、土地の

高度利用を促進 

[ケース 3]

散在する小規模空

閑地を土地利用目

途に従って交換し

地区土地利用を整

序 

[ケース 4]


